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グローバル金融危機への政策対応
公的資金投入問題を中心に








































 1998年３月, 大手行21行に対し, 金融機能安定化法に基づき１兆8156億円の公的資金
を投入（資本増強：優先株式, 劣後債・劣後ローン)。
 1999年３月, 大手行15行に対し, 早期健全化法に基づき７兆4592億円の公的資金を投




















































表１. 資本増強のために投入された公的資金 (2003年６月まで) の未回収残存額
機 関 法 令
資 本 増 強
実 施 時 期























預金保険法 2003年６月 りそな HD １兆9,253億円
合 計 12金融機関 ２兆8,840億円
(資料) 預金保険機構 ｢資本増強及び処分の状況｣ (2009年８月27日現在)
7) 最大7000億ドルの規模であり, 金融機関からの資産買取りの他に2500億ドルの範囲で金融機関への


















































経 由 す る
金 融 機 関
支 援 策 内 容
12 月 迄 の
実施額・残高

















日本政策投資銀行 CP買い取り 企業が発行する CPを買い取り 3,610億円
(資料）日本経済新聞2009年8月15日記事, 各社HP公表計数を基に作成
表３．企業の資金繰り支援に対する政策対応

























































06年３月期 07年３月期 08年３月期 09年３月期 09年4 6月期
売 上 高 21,994 23,019 22,304 19,512 3,349
営 業 損 益 △268 229 900 △509 △861
最 終 損 益 △472 △163 169 △632 △990
営 業 CF 1,010 1,277 1,573 318 △595
有利子負債 12,296 10,215 9,151 8,015 8,335





















































06年３月期 07年３月期 08年３月期 09年３月期 09年 IQ期
売 上 高 2,416 4,900 4,055 3,310 726
営 業 損 益 1 684 △249 △1,474 △423
最 終 損 益 △47 529 △235 △1,789 △444
営 業 CF 339 999 831 △484 △86
負 債 残 高 2,754 2,296 2,891 5,674 5,569
自己資本比率 33.6％ 49.7％ 46.1％ 17.3％ 13.8％
(資料）エルピーダメモリ㈱決算資料より作成。
表６．エルピーダメモリ㈱の資金調達予定（2009年９月時点)
















































紀 陽 H D
豊 和 銀 行
北 洋 H D
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南 日 本 銀 行
みちのく銀行
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第 三 銀 行
山梨県民信組
東 和 銀 行
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ある日本航空は大企業であるが, 事例にあげた他の IT企業は, そうではないとしている。
その次の質問は, 日本の公的資金管理委員会の役割と機能であるが, どのように運営され
55
るのかに関することである。中野教授は, 公的資金が投入された銀行が, 毎年計画書を提出
しているにもかかわらず, 10年目になっても資金が回収されていないと述べている。
そして最後の質問は, 地域経済の問題として地域銀行, 地域の中小企業を救済するため公
的資金を投入することの重要性について, 日本のやり方に関する問いである。これに対して
中野教授は, この部分もまた非常に重要な部分であり, 討論者の意見に共感すると答えた。
中野教授の報告は, 日本の金融危機だけでなく韓国の経済状況とも重複する部分が多いの
で, 日・韓両国の共通的な対応方案に関して一層踏み込んだ研究を行い, 各国の実情に合っ
た対応方法を模索するならば, 本論文の価値が格段に高まることであろう。
（啓明大学校社会科学大学消費者情報学科助教授 金聖淑）
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